○山梨県旅館業法施行細則
昭和三十七年一月十八日
山梨県規則第二号
山梨県旅館業法施行細則を次のように定める。
山梨県旅館業法施行細則
旅館業法施行細則(昭和二十四年二月山梨県規則第七号)の全部を改正する。
(趣旨)
第一条　この規則は、旅館業法(昭和二十三年法律第百三十八号。以下「法」という。)、旅館業法施行令(昭和三十二年政令第百五十二号。以下「令」という。)、旅館業法施行規則(昭和二十三年厚生省令第二十八号。以下「省令」という。)及び山梨県旅館業法施行条例(昭和三十三年山梨県条例第二十九号。以下「条例」という。)の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。
(昭六一規則三二・一部改正)
(旅館業営業許可申請書)
第二条　省令第一条第一項の申請書は、旅館業営業許可申請書(第一号様式)とする。
(昭六一規則三二・全改)
(旅館業営業者地位合併又は分割承継承認申請書)
第二条の二　省令第二条第一項の申請書は、旅館業営業者地位合併又は分割承継承認申請書(第一号様式の二)とする。
(昭六一規則三二・追加、平一三規則五〇・一部改正)
(旅館業営業者地位相続承継承認申請書)
第二条の三　省令第三条第一項の申請書は、旅館業営業者地位相続承継承認申請書(第一号様式の三)とする。
(昭六一規則三二・追加)
(変更等の届出)
第三条　省令第四条の規定による届出は、第二号様式により提出しなければならない。
2　前項の届出が廃業に係るときは、営業許可指令書を添えなければならない。
3　第一項の届出が廃業に係る場合で、営業者が死亡したときは、戸籍法(昭和二十二年法律第二百二十四号)に規定する届出義務者が、また、営業者が法人の場合で解散したときは、商法(明治三十二年法律第四十八号)に規定する清算人が、その届出を行なわなければならない。
(昭六一規則三二・一部改正)
第四条　削除
(平一五規則一四)
(宿泊者名簿)
第五条　法第六条第一項の規定による宿泊者名簿は、第三号様式によらなければならない。
2　宿泊者名簿は、使用の終つた後一年間保存しなければならない。
3　宿泊者名簿は、常に帳場に置き、所定の事項を順次記入しなければならない。ただし、団体の宿泊については、その引率者又は代表者が必要な事項及び総人数を記入するのみで足りる。
(昭六一規則三二・一部改正)
(緩和規定)
第六条　条例第五条第二項の規定により、次の各号に掲げるものについては、同条第一項に規定する基準にかかわらず、当該各号の基準によることができる。
一　季節的に利用されるもの
イ　条例第五条第一項第四号イについては、客室の有効面積一・六平方メートル以上について一人とする。
ロ　条例第五条第一項第七号ロについては、敷布、ふとんえり、まくらおおい及び浴衣は、必要に応じ洗たくをすること。
二　交通が著しく不便な地域にあるもの
条例第五条第一項第二号イ及びロについては、三十ルツクス以上とする。
三　修学旅行等の団体を宿泊させるもの
条例第五条第四号イについては、客室の有効面積一・六平方メートル以上について一人とする。
(昭五四規則三九・昭六一規則三二・一部改正、平一二規則八六・旧第七条繰上・一部改正、平一五規則一四・一部改正)
附　則
この規則は、公布の日から施行する。
附　則(昭和五四年規則第三九号)
この規則は、公布の日から施行する。
附　則(昭和六一年規則第三二号)
(施行期日)
1　この規則は、昭和六十一年六月二十四日から施行する。
(経過措置)
2　この規則の施行の際現にこの規則による改正前の山梨県旅館業法施行細則の規定に基づいて提出されている書類は、この規則による改正後の山梨県旅館業法施行細則の規定に基づいて提出された書類とみなす。
附　則(平成一二年規則第八六号)
この規則は、平成十二年四月一日から施行する。
附　則(平成一三年規則第五〇号)
この規則は、平成十三年四月一日から施行する。
附　則(平成一五年規則第一四号)
この規則は、平成十五年四月一日から施行する。
附　則(平成一六年規則第六二号)
この規則は、平成十七年四月一日から施行する。
附　則(平成二一年規則第一九号)
この規則は、公布の日から施行する。
第1号様式(第2条関係)
(昭61規則32・平21規則19・一部改正)
年　　月　　日
　　山梨県知事　　　　殿
氏名印
旅館業営業許可申請書
　　営業をしたいので許可されたく旅館業法第3条第1項の規定により申請します。
　1　申請者の住所、氏名及び生年月日
　　　(法人にあつては、その名称、事務所所在地及び代表者の氏名)
　2　営業施設の名称
　　営業施設の所在地
　3　営業の種別
　4　営業施設の旅館業法施行規則第5条第1項の規定に関する該当事項
　5　営業施設の構造設備の概要(別紙)
　6　旅館業法第3条第2項第1号から第3号までに該当することの有無及び該当するときは、その内容
　注　1　法人の場合は、定款又は寄附行為の写しを添付すること。
　　　2　営業施設の構造設備を明らかにする図面及び営業施設の所在地を中心として半径150メートル以内の図面(特に学校等との距離を明確に示したものであること。)を添付すること。
第1号様式の2(第2条の2関係)
(昭61規則32・追加、平13規則50・一部改正)
年　　月　　日
　　山梨県知事　　　　殿
事務所の所在地
名称
電話番号
代表者の氏名　　　　　　　　　　印
旅館業営業者地位合併又は分割承継承認申請書
　　次のとおり合併(分割)による営業者の地位の承継について承認を受けたいので、旅館業法第3条の2第1項の規定により申請します。
　1　営業施設の名称
　2　営業施設の所在地
　3　合併により消滅する法人又は分割前の法人及び合併後存続する法人若しくは合併により設立される法人又は分割により旅館業を承継する法人の名称、事務所の所在地及び代表者の氏名
　4　合併又は分割の予定年月日
　5　旅館業法第3条第2項第1号から第3号までに該当することの有無及び該当するときは、その内容
　注　合併後存続する法人若しくは合併により設立される法人又は分割により旅館業を承継する法人の定款又は寄附行為の写しを添付すること。
第1号様式の3(第2条の3関係)
(昭61規則32・追加)
年　　月　　日
　　山梨県知事　　　　殿
住所
氏名　　　　　　　　　印
生年月日
被相続人との続柄
電話番号
旅館業営業者地位相続承継承認申請書
　　次のとおり営業者の地位を相続により承継したいので、旅館業法第3条の3第1項の規定により申請します。
　1　営業施設の名称
　2　営業施設の所在地
　3　被相続人の氏名及び住所
　4　相続開始の年月日
　5　旅館業法第3条第2項第1号又は第2号に該当することの有無及び該当するときは、その内容
　注1　戸籍謄本を添付すること。
　　2　相続人が2人以上ある場合において、その全員の同意により旅館業を承継すべき相続人として選定された者にあつては、その全員の同意書を添付すること。
第2号様式(第3条関係)
(昭61規則32・一部改正)
年　　月　　日
　　山梨県知事　　　　殿
氏名印
届書
　　　　　営業について次のとおり　　　　したので旅館業法施行規則第4条の規定によりお届けします。
　1　届出人の住所、氏名及び生年月日
　　　(法人にあつては、その名称及び代表者の氏名)
　2　営業施設の所在地
　3　営業許可年月日
　4　変更事項(又は停止、廃止の区別)
　5　変更の理由及び変更年月日(停止、廃止の理由及び停止の期間又は廃止の年月日)
　注　営業施設の構造設備の変更の場合は、変更前後の状況を明らかにする図面を添付すること。
第3号様式(第5条関係)
(平16規則62・全改)
宿泊者名簿
	客室名(番号)
	到着年月日
	出発年月日
	前夜宿泊地名
	行先地名
	住所
	氏名
	年齢
	職業
	国籍及び旅券番号(短期滞在の外国人に限る。)
	その他

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


注　「短期滞在の外国人」とは、外国人のうち外国に住所を有する者及び外国からの旅行者をいう。
